
２０２０（令和２年）年度法人各施設事業報告（案) 

２０２０（令和２年）年度社会福祉法人みぬま福祉会事業報告(案) 

 

■2020年度はコロナ禍の対策に追われた。 

3月の学校の一斉休業を受けて、みぬま福祉会での対策も本格化する。手洗いマスク 

などの基本的な対策を徹底するほか、当面の間、会議、イベント、行事の中止を決定した。

密接を避ける方策として、通所施設で自宅待機、入所施設では一時帰宅の要請を行うことに

なった。国は、２月の通知で、コロナによる在宅での支援を報酬の対象にしていた。３．４

月、通所施設では、施設ごとに 2%から 80%、入所では 60%から 100%の稼働率になった。

多くの仲間が家にとどまり、さまざまな影響を受けた。入所施設に通所する人はほとんど利

用できない状態になった。災害に弱い仲間たちの過酷な実情を知るとともに、家族依存の問

題が一挙に顕在化した。 

 法人では、3月から、感染対策会議を設置・開催した。3月に感染関連の職員の休みなど

の取り扱いを決定、4月末、施設・法人の緊急事態への準備を進めることを決め、各施設に

指示、PCBなどを策定した。6月末には、コロナ対応見舞金の要項(7月・４月改定)を策定

し実施した。 

 5月に国の緊急事態宣言の解除をうけて、法人でも各施設に対して、7月をめどに原状

に回復する計画を進めるように求めた。通所施設においては、「週 5回、安全に利用でき

ること」を原状とした。8月には全施設が原状を回復している。が、施設設備と人員配置

の脆弱の中で、密接が仕事の本質的な一面である福祉施設の安全を確保することの困難が

各所で指摘されている。エッセンシャルワークの基盤の本格的な改善が、分野を超えた福

祉の課題になった。 

 仲間の感染は、4施設(内１回は通所施設での感染が入所とホームの利用者に波及した)で

経験した。周囲の感染状況が対応に影響を与え、2021年１月の感染では、入院はおろか、

発熱があっても医療につながることができない状況になった。通常でも生活の制限がある

中で、感染による隔離は仲間の行動制限を一層強くした。 

 また、入院については、コロナであるかないかを問わず、面会や支援が原則禁止され、

いつもの関係から遮断されることによる困難を、この間多く経験してきた。慣れた職員や

家族でないと簡単に食事をとることも、落ち着いて医療の処置を受けることもできないと

いうことである。入院中のケアについての対策が課題になっている。 

 コロナ禍は、社会福祉の現状の問題を明らかにした。狭い空間と人員不足は明らかであ

る。そういうものの改善を可能にする抜本的な改善が求められている。  

■大宮太陽の家の改善とさいたま市での拠点となりえる総合的な施設を作る取り組みを進

めた。 

 大宮太陽の家の改善は急務であることの認識を共有し取り組みを進めた。１０月の理事 

会においてそれまでの借家による整備から国庫補助を利用しての整備に方針を変更。準備 

会による準備を続けてきた。 

５月２５日現在、以下の予定で国庫協議の準備を進めている。 

用地  見沼区染谷 500坪 6500万円 

  2021.6.7相談票提出 2021.7末 協議書提出 2022.6国庫補助内示 2023.4開所 

情勢  

  制度の改悪  地域共生社会の推進 連携法人の推進 

世代型社会保障改革 世代間の対立をあおり負担増と給付減を進め。 

特定処遇改善加算の実施(分断と格差、福祉労働の低い賃金水準の温存) 

         食事提供体制加算の廃止検討 

         退職共済への補助を廃止している。(障害分野 2016年採用者から実施) 

  生活問題  暮らしの場の不足 ロングショートとショートステイのたらいまわし 

家族依存、障害者の年金依存の生活実態   



障害者の低所得 相対的貧困 81％ ワーキングプア 98% 

        放課後問題(学童の 8割が放課後デイ。成人の放課後の課題。) 

  みぬま   高橋・千明が再雇用終了 

        事業収支の改善の課題  事業ごとの検討と制度要求、地域運動の課題  

        高齢化への対応  

        現場は虐待防止や事故防止への対応が増 

        太陽の里の過密と大地の重症化                   

        大宮太陽の家の改善とさいたま市の拠点づくり   

        働き方の改善を含めた暮らしの場に関わる経営課題の顕在化 など課題          

  全国 「権利を守る社会福祉法人経営全国会議」の結成(2020.4月)   

   

要求に基づき、実践を軸として、運動と事業・経営を両輪の輪とするみぬまの運動

を進める。 

    

■問題は山ほどある。第 4期将来構想の検討を進める必要がある。次年度の課題になっ

た。 

■国予算は、2021年度、福祉部門の予算を抑制(増額なし)、報酬改定も基本部分での減額

があり改善はみられていない。コロナ禍で経験しているエッセンシャルワークの基盤の

改善の必要がまったく考慮されていない。行政交渉の重点課題になる。 

報酬改定は、社会福祉の本質の改善を意図していない。 

 

１．社会福祉事業に関わる方針 

①福祉の市場化 

   市場化の流れは、社会福祉の分野にまで広がり、営利企業の参入はグループホームな

ど暮らしに関連する分野にまで及んでいる。使えるサービスの利便性が広がっている

とされる一方で、親と子、家族と仲間の要求の乖離が話題になる。事業と利用者など含

めて様々な関係が分断される状況がある。 

⇒福祉事業の質を高め、よく生きたいという願いを、共通の願いにしていける共同を広

げる。 

   行政交渉とともに、地域や社会に権利としての福祉を実現するための取り組みを進

める。 

権利と要求に基づく福祉事業の在り方、実践、運動、経営の在り方を検討し、第 4期

の将来構想をまとめる。 

 ②我こと丸ごと共生社会  

世代、分野を超える福祉の統合を、自助、互助及び福祉の産業化を柱に推し進めようと

する方向に対して 

⇒それぞれの分野における福祉の質の向上を、各法の充実と必要な専門性の確保の中

で実現させていく運動を進める。実践的な見方や発達保障の考えを広げる。 

   権利としての福祉の充実を求め実現する運動を、個別の実態に即して進め、また、幅

広く連携して進める。 

  ⇒事業と障害当事者の共同を進める。障全協、障埼連の運動を進める。 

③全世代型社会保障の推進、社会福祉連携推進法人(大規模化による合理化の推進)などの

動きを注視し対策する。 

⇒社会福祉の分野を超えた共同の枠組みを作る。 

権利を守る社会福祉法人経営全国会議に参加する。 

■権利としての社会福祉を進めることをめざした、社会福祉経営全国会議が４月３０日に

発足した。コロナ対策、共生社会の推進、特定処遇加算などについて声明を出し、要望書

を厚労省に提出、懇談を行っている。 

 ④特定処遇改善加算の方法について反対の意見をまとめる。 



  ⇒処遇改善と人員増の両立を図る報酬の抜本的見直しが必要。 

   加算の配分方法については法人の自主性に任せること。 

   福祉職員の年収の平均を 440万円にする水準で処遇改善すること。 

■今年度の申請及び昨年度分の実績報告を行った。夜勤従事手当と経験年数手当を７月の

理事会で承認し、給与規程に載せた。昨年度実績では、加算額 1100万円に対して、所

要額 1140万円であった。上記理由の他、相談支援や公益事業、年収が 440万円を超え

る直接処遇職員以外の職員が処遇改善の対象外になるなど、問題が大きい加算である。 

⑤建物の広さや条件を要さない事業の増大、施設整備費補助の大幅な減額、「事業は事業

者の責任で行う。」という傾向が強まっている。 

⇒施設整備基準の適正化及び施設整備費補助の増額を求める。一人当たり面積などの

算出根拠を明らかにした補助基準に改め、補助率を上げさせていくことが必要にな

る。 

⇒事業は公的補助による整備をめざす。  

■大宮太陽の家の改善に関わるさいたま市での通所施設整備について国庫協議の方針で準

備を進めている。しっかりした広さと設備の整った施設にすることを確認している。 

 ⑥暮らしの場の不足は深刻。 

国は入所施設の削減方針を維持しているが、昨年全国で 10か所を補助対象にした。日

中支援型のホーム、地域生活支援拠点などの新事業が出てきた。 

  ⇒入所施設の必要を社会的な合意として公的整備を可能とする状況を作る。暮らしの

場の創設を青年期の自立要求にこたえる事業として取り組む。 

  ⇒グループホームは相変わらず厳しい運営環境にある。新たなグループホームの整備

を進めるためにも、既存のホームに安心して利用し続けられる環境、運営を目指すこ

とが課題になる。 

  ⇒重度の仲間が安心して利用できるグループホームの創設について検討を始める。日

中支援型ホームについて検討する。  

⇒暮らしの場を考える会や障害者祭りのシンポジウムの議論において、活動や関係が

途切れない暮らしの場の視点とともに、「その人らしいタイミングで」ということが

語られるようになっている。 

近くに豊富な資源があることが求められている。 

⇒暮らしの場における労働環境の改善に取り組む。(10日に一度，20時から 12時間の

夜勤の定着) 

⇒ロングショートの日数制限について対策する。 

⇒しらゆりの家型のショートステイ施設を他地域にも広げるように取り組む。 

■全国・埼玉の暮らしを考える会の議論に多くの家族が参加し活動している。 

みぬま内部では各所、特に施設における議論の醸成を図ることが課題になっているが進

んでいない。コロナ禍の中での議論の進め方等含めて検討することが課題になる。 

２０２１年度の課題になった。 

 ⑦福祉を担う職員の不足は事業の実施や継続を脅かすほど深刻になっている。 

  ⇒職員確保の具体的な取り組みを進める。 

   他の事業所分野とも共同して進める。 

   福祉職員の待遇改善を求める運動を福祉労働の質の向上の視点を持って進める。 

■福祉分野における職員不足は深刻さを増している。全国的に人材派遣会社や求人サイト

への資金の流出が問題になっている。みぬまでは 2021 年 5 月現在の欠員は、男性 7 名、

女性 3名である。 

 福祉職の待遇の低さとともに、福祉労働の中身の魅力にかかわる問題であり、運動課題と

して取り組む必要がある。 

 県は、交渉で、人材不足対策を聞かれ、「合同入職会を実施している。」と答えた。深刻さ

が共有されていないと実感している。 

 ⑧福祉医療機構の退職金共済への補助の廃止は、２８年度新規採用者から適用され財政



への影響は次第に大きくなってきている。 

  ⇒補助の復元を求める運動を進める。 

退職金共済自体への加入は当面堅持する方針だが、現実的な影響は確実に増してい

くことになるため、対応策について組合との協議が必要になる。 

■社会福祉経営全国会議、障全協、労働組合の厚労省要望に取り上げられている。全国的に

は、退会が目立つようになっている。新規に加入する職員から順次、補助が廃止になるた

めじわじわと法人の財政負担が増える仕組みになっている。将来、総額 2500万円に及ぶ

負担増になる。みぬまにおいても、退会や一部自己負担などの対策が検討課題になる状況

のため、補助の復元に向けた運動を強めることが必要になる。 

 ⑨重症心身障害の人が安心して通所できる制度がなくなっている。 

  ⇒看護師・PTなどの専門職が常駐できる通所施設の制度の創設を求める。 

 ⑩卒後の進路は依然として厳しい。営利の参入など子の願う進路にならない傾向が強ま

っている。 

  ⇒ねがいに基づく進路が保障されるような取り組みを進める。みぬまへの希望につい

ては最大限実現されるよう準備を行う。 

⇒要求をまとめること。最近乖離しがちな親と子の要求を高い地点で一致させていけ

るような取り組みについて検討する。 

施設利用の相談を、各事業、施設が行っている。方針に基づいた相談が有効に機能す

るように、法人としての仕組み作りが課題になる。 

また、開所時間以降の事業の要求について検討する。 

さいたま市での通所施設の整備(大宮太陽の家の改善)および休止しているアトリエ

輪の活用の検討の中で議論する。 

■大宮太陽の家の改善については、30名規模(現在 20名定員)で、総合的な要求に答えうる

施設にしていくことが合意になっている。上半期、賃貸物件での移転に向けて検討、折衝

していたが 9 月になり折衝の打ち切りが理事会で確認され、公的整備の方針に変えて、

現在準備中である。 

■アトリエ輪の活用・再開については、3 月理事会でいったん事業廃止し、2022 年に再開

する予定が提案されている。 

■利用相談に関わる仕組みづくりは進んでいない。  

⑪地域生活支援拠点等の事業検討を行う。 

 ⇒入所機能を備えた拠点施設の考えが薄まる。福祉実践における総合的力量の向上を

はかる視点を持った拠点のあり方について検討を進める。 

⑫みぬまの基本的要求を実現させるための運動を様々な団体と共同して進める。 

⇒暮らしの場の不足を訴え拡充を求めること、社会福祉事業の施設整備を公的責任で

進めること、社会福祉事業の人員や設備の基準を抜本的に改めること、職員を確保し、

労働条件を引き上げるために必要な報酬の引き上げを行うことなどを求める。 

・前年体制による次年体制の確保の矛盾解消 

・開所時資金の補助 

・施設整備費の補助基準、補助率の改善 備品費の補助 

・算定根拠を明確にした報酬の抜本的改定。日払い、入所施設の土日、夜間の報酬の

改定。 

・グループホームの実態改善に見合う報酬の改定 職員配置基準の改善 家賃補助 

・食事提供体制加算の定着 

・ロングショートの日数制限を止め、実態改善のための施策を充実すること 

・退職共済の補助復元 

格差と貧困の中での福祉、軍事費が増え社会保障が削減される傾向が顕著。 

市場原理が浸透し、利用者と事業が分断される傾向も顕著。 

ねがいと要求に基づく共同を広げ、実現への道筋を見つけることが必要になる。 

①高齢化・重度化に関わる適切な制度の創設と実施。②発達障害など支援の困難な状態



への適切な制度の創設と実施。③日額制を月額に戻すこと。④入所施設における土日の

生活介護の支給。施設入所支援の報酬を生活介護の報酬並みに引き上げること。など重

点要求になる。 

■要求運動は、様々な団体と共同して、また社保協のキャラバンなどに参加して積極的に

発言している。施設が、要求の実現に車体的に取り組むことを求めている。 

 ⑬第 4期将来構想を 10月までにまとめる。 

２．事業 

[施設、事業の運営] 

  ・ 川口太陽の家(生活介護)  国の美術振興事業実施(2016年度から) 

・ アトリエ「輪」(生活介護・定員 20名・2015.4開所) 2019年度から事業休止 

・ 太陽の里(生活介護・施設入所支援・短期入所) 

・ オレンヂホーム(グループホーム)2010年 3月 1日   

・ サンライズ(グループホーム)2009年 3月 27日第 2と含めて一体化)  

サンフラワー(2019年 4月サンライズの一部移転のユニットとして開所。) 

サンフラワー２棟目(2020年４月サンライズのユニットとして開所) 

・ 大地(生活介護３８名・施設入所支援・短期入所) 

・ 白岡太陽の家－にじ （生活介護・新築移転）2012年 4月 1日  

  ・大宮太陽の家(生活介護)2012年 4月 1日   

・白岡市障害者デイサービスセンター(２００８年から５年委託) 

   ・蓮田はすの実作業所（生活介護=蓮田市から土地建物無償貸与）2012年 4月 1日 

・生活支援センター  

    ・大宮区障害者生活支援センター（２００6年 10月） 

    ・埼葛北障害者生活支援センターたいよう（２００6年 10月） 

    ・川口市障害者相談支援センターみぬま （２００6年 10月１日） 

     ・北区障害者生活支援センター（２００8年 4月１日） 

     虐待防止の機能（2012年 4月 1日） 

  ・埼葛北地区基幹相談支援センタートロンコ(2018年 4月)  （じりつと共同運営） 

・サポートセンターたいよう 2019年度から事業休止 

居宅支援事業 （2006年 12月 1日認可） 

     行動援護 居宅介護事業 重度包括支援（川口太陽の家内 東部出張所大地内） 

  ・生活サポートセンターたいよう   生活サポート事業 

  ・久喜市地域活動支援センター（2013年 4月 1日から委託） 

  ・児童発達支援事業「シャイン」(定員 10名・2015年 4月開所) 

    ・しらゆりの家（単独型短期入所事業・定員 10名 2016年 4月川口市から委託） 

    ・はれ(2019年４月開所、生活介護・施設入所支援・短期入所) 

■2021年 3月末、サポートセンターたいよう、アトリエ輪を事業廃止。アトリエ輪は 1年

後の再開を目指す。 

■2021 年 4 月から、埼葛北地域生活支援拠点の事業を受託した。3 法人による共同運営に

なる。 

３．事業の計画 

 ①大宮太陽の家の改善とさいたま市における拠点となりえる施設の整備を進める。 

■上半期、賃貸の方針でミサワホーム、セキスイの物件を有力として検討を進めてきた。

10月理事会において、国庫協議に方針転換し現在準備中である。改めて、「拠点となる

総合的要求に答えうる施設」の整備に向けた準備をスピード感を持って進めることにな

る。2021年６月７日さいたま市に国庫協議の相談票を提出する。 

②第４期将来構想事業の議論を進めまとめる。 

  ・暮らしの場の拡充について検討する。 

これまでの関係や活動から切り離されない生活の場の創設の課題である。入所施設

の都市部への再編、整備への公費助成の抜本的拡充とともに、重度の仲間も、安心



して暮らし続けることができるグループホームの制度改善と整備が運動課題にな

る。 

職員の労働環境の改善を含めた議論にする。(10日に一度，20時から 12時間の夜勤

の定着) 

  ・太陽の里の過密、大地の重症化の対策について方針をまとめる。 

  ・高齢化について対策する。 

    高齢化については横断的な検討を進め、実践、事業の創造するとともに、現行の制

度が高齢化に対応していないことを明らかにして、合意を広げ、制度要求につなげて

いくことが課題になる。 

 ③しらゆりの家の委託更新について対応する。 

■7月 21日来年度以降の委託に関わるプロポーザルに参加し、事業継続が決定した。医的

ケアの受け入れ・24時間の相談体制などが新たな要件になった。 

 ④シャインの児童発達支援センターへの移行を延期する。  

(施設長の兼務状態が解消されず、センターの役割を担うことができないため。) 

 ⑤アトリエ輪の活用について  来年で休止２年目になる。再開等の方針をまとめる。 

■再開運営会議で検討。3月理事会で、いったん事業廃止し、2022年再開の方針になった。  

 ⑥白岡デイサービスセンターの運営改善しえる制度活用について検討する。 

⑦通所施設の夕方以降の対応について検討する。 

⑧地域生活支援拠点について検討し、あり方等について、行政や自立支援協議会などと協

議する。 

⑨グループホームの「日中サービス支援型」について学習し検討する。 

 ⑩アートセンター集の普及支援事業を含む事業の持続的発展の方策を検討する。 

■集は 10月に問いかけるアート展を企画。コロナ禍の中での開催となった。準備や運営

に関わる要員は、全施設に呼びかけられ、また、開催経費への寄付の募集を行うなど、

多くの人の力を結集した作品展となった。 

４．財政に関わる対策 

2020年にはれの建設費借り入れの返済(元金 1750万円)が始まる。 2020年度にお

ける施設事業収支は返済実施を含めた予測で 4000万円の黒字になった。事業収入の

2%である。施設には、高齢化や重度への対応に人員増の要求があり、福祉労働の抜本

的処遇改善の課題もあるため、なお一層の財政改善が必要になる。 

■コロナ禍の中での対策上必要な支出と、自粛などの収入減については、今年度許容する

方針とした。4月に、流行時に施設に勤務する職員への見舞金の支給を全職員対象に行

った。また、施設の緊急事態及び感染時の見舞金を 3月から実施している。 

  援護地に対して、自粛時の報酬を認めさせる交渉を行い、短期入所を除く各事業に、

基本報酬やリハビリ加算など認めさせることができた。しらゆりについては、従前保証

について川口市と折衝した。1年の実績をもって、改めて申し入れることにしている。 

 ①各事業における収支の改善に向けた取り組みを検討し実施する。(黒字事業を含む) 

  ・定員の確保と稼働、職員配置と時間外労働の適正化を中心にした検討を行う。 

   通所施設については、少なくとも月 1回の土曜日開所を可能にできる方法の検討 

  ・人件費比率に関わる総合的検討 雇用形態、給与手当の見直し 

  ・障害支援区分の適正な評価についての検討と対策 

■稼働日について調査や方針の提示を施設長運営担当者会議で論議した。 

②各事業の制度要求を明確にし、実現するための取り組みの実施。 

  ・事業報酬に関わる要求 入所施設の生活介護日数について行政と交渉 

  ・生活支援センターの補助金増 

  ・芸術普及支援事業の補助金の復元 

■各団体の交渉に積極的に発言している。施設には、さらに積極的な参加が求められてい

る。 

 ③はれの借入金返済財源の確保 



■はれの予算から返済している。 

 ④制度の活用を進める。 

  ・通所生活介護の人員配置体制加算の活用 

  ・グループホームの日中支援型ホームの活用 

  ・大地における制度活用の可能性の検討 

■4月より、川口太陽の家で、2対 1の職員配置体制とした。  

 ⑤事務費支出の見直し(法人・各施設) 

  ・共同募金等助成金の活用  

・公的補助の活用  

  ・リース仲介業者などの活用 

  ・車両保険料 

  ・業務省力化の検討 

■大地の屋上及ウッドデッキの改修(2146万円)を、大規模修繕として申請し承認された。 

■車両リースについて、総務が総合的な見直しを行った。 

■車両保険について、年度ごとの見直し契約を行っている。 

 ⑥要求を共有し実現するための、財源づくりを含めた運動を後援会と共同して進める。 

■後援会事業については、コンサート、まつり等中止になっている。後援会活動が厳しい

中、夏の物品販売に意欲的な取り組みが見られ、例年の 1.5倍の販売実績になった。 

５．人事・労務 

 ①人事 

  嘱託雇用  ３０時間 法人用務 総合施設長  高橋孝雄 

        ３０時間 法人会計の引継ぎと事務の産休代替え 千明雅子 

        ４０時間 にじ施設長・情勢等対外用務 澤田透 

 ②対外活動(全国) 

  新井理事  障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会 会長 

        全国障害者の暮らしの場を考える会 代表 

  高橋理事長 権利を守る社会福祉法人経営全国会議 理事  

 ③労務に関わる課題 

  以下について検討する。   

㋐人材確保と定着 

   ・採用プロジェクトチームでの取り組みを進める。  

㋑初任給の引き上げ 大 178000円 短大 158700  

処遇改善手当・特定手当・賞与の一部をベースアップに充てる方法等の検討 

■2020年月から初任給を引き上げた。 

  ㋒休日の整理、時短の方向性の検討 

■施設長運営担当者会議で検討している。 

  ㋓同一労働同一賃金法制化への対応 

  ㋔障害者雇用について方針を出す。 

■7月 21日理事会でコロナ見舞金の要項(3月から実施)を承認した。 

夜勤従事手当と経験年数手当を承認し、給与規程に載せた。 

④社会保険労務士と契約する。(2020.2から) 

  月５万円 社会保険 就業規則の運用 年末調整 などを適正に行うための相談  

■契約した。(2020.4月) 有効な活用が行われている。 

⑤特定処遇改善の方法について、４月申請に向けて検討し、組合等との協議を行う。 

  以下について検討する。 

  夜勤業務手当⇒夜勤業務者手当 

   パートの処遇改善の扱い 

   健康増進費の扱い 

   従来処遇改善との調整 



   一時金の月手当 or基本給への移行 

   ※要求 相談支援についての対象事業とすることを求める。 

      配分を法人の自主性に任せる。(加算方式でなく使途制限のある報酬の抜本的改善) 

■4月時点では実績についての評価ができない状態であったことから、昨年度決めた内容

(夜勤手当・経験年数手当)での実施になった。7月の実績報告で、それぞれの要件を満た

していた。7月の理事会で給与規程に載せた。次年度以降も継続する。 

６．法人運営について 

①労働組合との協議を定期的に行う。 

■11月 5日、1月 22日、2月 19日(団体交渉)、4月 16日に行った。 

②後援会との協議を定期的に行なう。 

■8月 27日に実施した。今年度の後援会事業の中止等について協議した。 

3月 24日次年度方針等について実施した。 

③法人運営の基本的な執行及び検討を常任理事会で行う。 

④法人に以下の会議を置く。（基幹会議）  

    常任理事会 法人事務局 施設運営担当者会議（地域グループ会議・分野別会議）   

法人事務会議  ＊別に請求担当者会議開催  

   第 4期将来構想委員会 各部会  

    暮らしの場準備会（後援会合同） 

    人事対策部会(総務) 

    法人研修委員会 法人支援会議 法人権利擁護虐待委員会 

    集運営会議 IT委員会 

    白岡・蓮田地域の施設検討会 

    施設運営会議(大宮太陽の家・シャイン・白岡デイサービス・久喜地活・はれ) 

⑤管理職養成に関わる研修を行う。 

⑥次の行事・事業を行う  ・成人式還暦の祝い。１月  ・職員の勤続表彰。６月 

■6月に勤続表彰を各エリアごとに実施した。 

７．施設運営について 

①発達障害など困難な状態にある仲間への取り組みの質を確保する。 

施設・事業の運営は、制度の変化、仲間の高齢化、障害の重度化、複雑化、人材不足な

どにより困難の度合いを増している。施設運営における施設、施設長の自立的力量の強

化と、機能連携による総合的力量の強化を図ることが課題になる。 

ソーシャルワーク、実践・障害理解の専門的視点を事業、運動の原動力にする。 

 ②各施設の実践課題に関わる横断的な支援体制等について検討を始めている。 

■コロナ禍の中で施設・福祉の役割りの見直し、実践の検討が課題になっている。 

■福祉実践は、総合的視点と力量を必要とすることを認識し、それぞれの職責の多様な交流

を意識した事業運営が求められる。 

８．研修・人材の育成 

①基本的事項の継承とともに、実践・事業・運動の発展を推進する職員の組織的力量の向 

上をめざして研修を組織する。経験年に応じた体系として実施する。 

・以下について研究研修部会が全体方針を出し、研修委員会が実施する。 

   ・新任研修を行う。開催時期について検討する。 

   ・実践報告会を開催する。(2月予定) 

      ・発達保障講座を開催する。（子育て支援事業として地域講座として開催する。） 

■新任研修はズームで実施した。 

■発達保障講座は中止。実践検討会は中止した。 

  ・管理職研修(管理職学校)を実施する。 

・経験年に応じた体系を明確にする。 

・サビ管等資格要件の研修を組織的に行う。(総務) 

②法人合同研修を継続する。（法人間連携として）実施する。 



③施設間交流としてインターンシップ研修を検討する。 

 ④今年度、海外研修は実施しない。 意義等検討し次年度以降の実施に備える。 

 ⑤新任職員交流会を開催する。 

■開催方法、意義等を再確認し、充実に向けて、実施体制を整えることが課題になる。 

            

 以  上 


